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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 13,447,257 18,970,500 15,010,971 25,223,365 31,616,584 

経常利益(千円) 1,040,729 1,465,876 775,975 937,862 1,185,501 

中間（当期）純利益(千円) 582,811 869,669 439,291 502,010 671,649 

純資産額(千円) 4,279,887 4,925,501 4,994,200 4,147,894 4,681,046 

総資産額(千円) 12,478,551 14,504,416 13,737,272 12,312,682 12,917,060 

１株当たり純資産額(円) 839.19 965.78 979.26 810.24 912.22 

１株当たり中間(当期)純利益金額
(円) 

114.28 170.52 86.14 95.36 126.07 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率(％) 34.3 34.0 36.4 33.7 36.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

860,633 1,544,716 358,612 1,796,740 2,638,732 

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△797,784 △1,223,160 △1,019,739 △1,903,554 △1,569,919 

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△50,895 409,820 922,750 132,804 △152,400 

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（千円） 

175,743 921,156 1,367,816 189,779 1,106,193 

従業員数（人） 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

176 
〔－〕

169
〔－〕

178
〔－〕

171 
〔－〕

171 
〔－〕



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第29期１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念配当５円を含んでおります。 

３. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 13,400,729 18,877,392 15,009,720 25,124,522 31,478,900

経常利益（千円） 1,034,081 1,440,420 754,314 922,602 1,154,916

中間（当期）純利益（千円） 576,748 854,473 435,555 489,752 653,546

資本金（千円） 628,800 628,800 628,800 628,800 628,800

発行済株式総数（株） 5,100,000 5,100,000 5,100,000 5,100,000 5,100,000

純資産額（千円） 4,177,065 4,801,287 4,863,344 4,038,877 4,553,925

総資産額（千円） 12,415,469 14,417,363 13,712,074 12,239,998 12,859,358

１株当たり純資産額（円） 819.03 941.43 953.60 788.86 887.30

１株当たり中間(当期)純利益金額
(円) 

113.09 167.54 85.40 92.95 122.52

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

1株当たり中間(年間)配当額(円) 10.00 10.00 10.00 25.00 30.00

自己資本比率（％） 33.6 33.3 35.5 33.0 35.4

従業員数（人） 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

172 
〔－〕

166
〔－〕

175
〔－〕

167 
〔－〕

168
〔－〕



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．飲料事業以外の事業の割合は、全事業部門に対し僅少であり、当該事業に専属で従事する従業員がいないため、記載を省

略しております。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び当社の子会社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

飲料他 178 

合計 178 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 175 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善により景気は緩やかな回復傾向をたどり、個人消費にも底堅さが見え

てまいりました。一方、原油価格の高騰による素材への影響が今後懸念されます。 

清涼飲料業界におきましては、市場の成熟化や消費者の低価格志向を背景に、飲料メーカー各社の積極的な新商品展開や昨

年同様天候に恵まれたことなどにより、市場での販売数量は若干増加したものと推定されます。 

当社グループにおきましては、製造体制の一部見直しによる製造能力の増強と積極的な受注活動に努めましたが、受託生産

数量（容量ベース）で250千キロリットルと前年比2.1％減となりました。 

  

当社の容器別受託生産量（KL）は、前年同期間比でぺットボトル飲料は△1.0%、ボトル缶飲料が8.2％増加となりました。一

方、缶飲料△7.3％、びん飲料については△50.4％と前年に引き続き大幅な落ち込みとなりました。 

また、品目別受託生産量（KL）では、前年同期間比で炭酸飲料が42.0％と大幅な増加となりました。一方、コーヒー飲料が△

67.2％と大幅な減少となったほか、その他の飲料等につきましても減少となりました。 

なお、当社グループの受託生産数量（容量ベース）の年度別、月別の推移は、次の通りであります。 

月別推移では平成17年７月～８月が前年同期実績より大幅に減少しているのは、主として小型広口ボトル缶飲料の受注が大幅

に減少したことによるものであります。 

  

 

  

製造面では、日曜を含む連続稼動生産を昨年の２ラインから今年は１ラインを追加し、計３ラインにすることで、当中間連

結会計期間の繁忙期において飲料メーカーからの受注を漏れなく生産できる体制をとりました。 

しかしながら、小型広口ボトル缶飲料を中心に受注生産数量が計画に比べ容量で6.3％、数量で8.0％減少したため、加工賃

収入が計画より8.5％減少となりました。また、ローコストオペレーションとしての再生水活用システム及びコージェネレー

ションシステムの効果があり全体では製造経費の節減は出来たものの、重油価格の高騰により充分とは言えず、加工賃減少分

をカバーしきれなかったため、上期は計画に比べ大幅な利益減少となりました。 

  



品質管理面では、既に取得済みのISO 9001:2000及び厚生労働省の承認を取得しているHACCP（科学的な衛生管理手法である

危険度分析による衛生管理）の維持・向上に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間、HACCPにつきましては、行政当局によるシステム管理、品質管理面で更新の監査が実施されましたが、

特段の指摘事項はありませんでした。 

この結果、引き続き高品質で安全な商品とサービスを提供することで、飲料メーカーの信頼を一層高めて行きたいと考えて

おります。 

  

以上の活動により当中間連結会計期間(平成17年4月～平成17年9月)の実績を前年同期と対比しますと次の通りとなりまし

た。 

売上高及び利益 

  

業績の季節的変動について 

飲料の需要は、のどを潤す炭酸飲料が特に夏場に集中して消費されることから、清涼飲料業界では夏場の生産販売が増加

し、反面冬場には減少するという季節的な変動がおこります。 

そのため、夏場には飲料メーカーにおいても生産設備が不足することから外注を増加し、一方冬場には、自社生産設備を最

大限活用するため、外注を減少させる傾向があります。 

当社グループにおきましても、上半期（４月～９月）と下半期（１０月～３月）の売上高及び特に利益に季節的影響による

変動が生じており、その結果、売上高に応じて上半期に偏重する傾向が顕著であり、当社グループの業績の正しい把握には、1

年間の通期で見ていただく必要があります。 

当社グループの過去２年間の上半期・下半期別実績は次の表の通りであります。 

  

  
  売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 

1株当たり 
中間純利益 

  17年９月中間期 15,010百万円 794百万円 775百万円 439百万円 86.14円 

  16年９月中間期 18,970百万円 1,462百万円 1,465百万円 869百万円 170.52円 

  伸 長 率 △20.9％ △45.7％ △47.1％ △49.5％ － 

  
決 算 期 

平成16年3月期（第28期） 平成17年3月期（第29期） 

  上半期 下半期 上半期 下半期 

  決  算  年  月 平成15年9月 平成16年3月 平成16年9月 平成17年3月 

  売 上 高（千円） 13,447,257 11,776,107 18,970,500 12,646,084

  年 間 比 率(％) 53.3 46.7 60.0 40.0

  営業利益（千円） 1,054,487 △65,191 1,462,910 △253,953

  年 間 比 率(％) 106.6 △6.6 121.0 △21.0

  経常利益（千円） 1,040,729 △102,867 1,465,876 △280,374 

  年 間 比 率(％) 111.0 △11.0 123.7 △23.7 



 (2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,367百万円（前年同期比48.5％増）となりま

した。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因を前年同期と対比しますと次の通りとなりました。

  

 連結キャッシュ・フロー 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は358百万円（前年同期は1,544百万円）となりました。これは主に、税金等調整前中間純

利益704百万円（前年同期は1,463百万円）、減価償却費592百万円（前年同期は606百万円）等による増加と、売掛債権の増

加157百万円（前年同期は売掛債権の増加1,575百万円）、仕入債務の減少234百万円（前年同期は仕入債務の増加946百万

円）、未払金の減少93百万円（前年同期は未払金の増加1百万円）、未払消費税の減少139百万円（前年同期は未払消費税の

増加113百万円）、法人税等の支払額303百万円（前年同期は86百万円）等による減少であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は1,019百万円（前年同期は1,223百万円）となりました。これは主として、生産設備の更

新（Ｏライン）及びその他有形固定資産の取得による支出778百万円（前年同期は1,204百万円）、ソフトウェア取得による

支出224百万円（前年同期は11百万円）等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、増加した資金は922百万円（前年同期は409百万円）となりました。これは主に長期借入金1,200百万円

（前年同期は900百万円）と、長期借入金の返済による支出175百万円（前年同期は253百万円）によるものであります。 

  

  
  

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
中間期末残高 

  17年９月中間期 358百万円 △1,019百万円 922百万円 1,367百万円 

  16年９月中間期 1,544百万円 △1,223百万円 409百万円 921百万円 

  対前年同期増減 △1,186百万円 203百万円 512百万円 446百万円 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）における生産実績を品目別に示すと、次の通りであり

ます。 

（注）1.上記金額は、製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

2.ボトル缶飲料はペットボトル飲料に含めております。 

  

(2)受注状況 

 当社グループは、清涼飲料の受注生産を行っておりますが、受注状況については毎月末に翌月１ヶ月分（１日から月末まで）

の受注高が確定し、翌月１ヶ月間に製造完了・売上を行っております。また仮に月末に当月の受注が残った場合でも、顧客との

取り決めにより、原則受注残高を翌月に繰り越さないことになっております。従い、当社における受注残高は、最大でも翌月

１ヶ月分のみに限定されておりますので、受注高および受注残高についての記載は省略しております。 

  

品 目 別 名 称 金額（千円）
  

前年同期比（％） 

  

製 

  

品 

ペットボトル飲料 10,154,378 △18.1 

缶   飲   料 1,717,761 △22.2 

び ん  飲  料 212,252 △62.1 

そ   の   他 50,800 △61.6 

  小   計 12,135,193 △20.6 

  

加 

  

工 

ペットボトル飲料 868,297 △12.5 

缶   飲   料 213,315 12.2 

び ん  飲  料 15,391 △43.9 

そ   の   他 10,306 21.8 

  小   計 1,107,311 △9.1 

合   計 13,242,504 △19.8 



(3)販売実績 

 当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）における販売実績を品目別に示すと、次の通りでありま

す。 

 (注)１．当社グループの売上高には、主なものとして自社調達または顧客から有償支給された原材料をもとに製品を製造し、こ

れを販売する取引(製品売上高)と顧客から無償支給された原材料をもとに製品を製造し、加工料のみ請求する取引(加工料

収入)があります。 

２．ボトル缶飲料はペットボトル飲料に含めております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次の通りであり

ます。 

４．上記相手先のうち、サントリー㈱の売上高は加工料収入であり、その他各社の売上高は製品売上高であります。 

５．武田食品工業㈱の売上高は本年４月より原材料の大半が無償支給に変更されたため、前中間連結会計期間に対する割合

が大幅に減少しております。 

６．上頁の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品 目 別 名 称 売上高（千円）
  

前年同期比（％） 

  

製 

  

品 

ペットボトル飲料 11,388,295 △17.3 

缶   飲   料 1,644,814 △28.4 

び ん  飲  料 233,933 △62.0 

そ   の   他 48,847 △63.0 

  小   計 13,315,891 △20.8 

  

加 

  

工 

ペットボトル飲料 1,395,952 △24.4 

缶   飲   料 206,193 4.7 

び ん  飲  料 18,618 △46.5 

そ   の   他 33,326 △9.3 

  小   計 1,654,091 △21.8 

商 

品 
そ   の   他 40,989 △13.3 

     合   計 15,010,971 △20.9 

  
相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
金額（千円） 割合（％) 金額（千円） 割合（％) 

  
㈱伊藤園 4,758,687 25.1 5,131,863 34.2

  
キリンビバレッジ㈱ 3,885,952 20.5 2,169,074 14.4

  
アサヒ飲料㈱ 1,085,919 5.7 2,135,665 14.2

  
サントリー㈱ 1,897,701 10.0 1,480,962 9.9

  
花王㈱ 1,450,049 7.6 982,002 6.5

  
武田食品工業㈱ 2,424,231 12.8 693,165 4.6



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題について

の重要な変更はありません。また、新たに生じた課題もありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

   

５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動の主たるものは、高品質で安全な製品を安定的に生産するうえで微生物汚染等を含むあらゆる

品質上の障害を克服すること、並びに顧客である飲料メーカーに対し魅力ある商品を当社グループから提案することの二つで

あります。 

前者の製品の安全性確保については、飲料工場の基本的使命と認識しており、そのためのHACCP（科学的な衛生管理手法であ

る危険度分析による衛生管理）の生産活動への取込み推進、微生物についての基礎研究及び生産活動に際して微生物の制御管

理方法確立の研究活動等を行い、また平成14年3月期にはISO9001：2000の認証を取得いたしました。 

後者の顧客への新製品の提案については、顧客との関係が一層緊密になり、その結果、受注拡大につながることから当社グ

ループにとって重要な活動の一つと認識しております。 

具体的には、消費者の嗜好及びニーズに合致しかつ健康で安全な商品を新規開発し、顧客である飲料メーカーにその新商品

の採用を強力に働きかけることで当社グループがその新商品の生産を優先的かつ独占的に行うことを目指すものであります。 

研究開発の専任スタッフは現在３名であり、当中間連結会計期間における研究開発費は９百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、生産設備の一部除却ならびに連結子会社であるジャパンジュースプロセッシング㈱所有の果汁

生産設備の除却をいたしました。その除却の状況は次の通りであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設及び増設について重要な変更はあ

りません。 

  

 (2)当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設及び増設について完了したものは、次

の通りであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設については次の通りであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

平成17年９月30日現在 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳 簿 価 額（千円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

工具・器具
及び備品 

その他 合計 

当社 
本社及び工場 

（千葉県長生郡 
長柄町）

飲料生産設備 161 7,161 224 11,407 18,955 175 

ジャパンジュ
ースプロセッ
シング㈱ 

本社及び工場 
（千葉県長生郡 

長柄町）
果汁生産設備 928 12,614 － － 13,542 3 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資総額
（千円） 

既支払額
（千円） 

資金調達方法 着手年月 完了年月 
完成後の
増加能力 

当社 
本社及び工場 

(千葉県長生郡長柄町) 

Ｂライン 
シュリンクラベラー 

120,248 120,248 自己資金 平成17年３月 平成17年４月 － 

Ｏライン 
缶飲料製造ライン 

1,091,943 306,496
自己資金及び
リース 

平成17年２月 平成17年５月 
190mlボト
ル缶飲料 
600本/分 

水濾過装置及び 
付随施設新設 

68,690 － 自己資金 平成17年７月 平成17年８月 － 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資総額
（千円） 

既支払額
（千円） 

資金調達方
法 

着手年月 完了予定年月 
完成後の
増加能力 

当社 
本社及び工場 

（千葉県長生郡長柄町） 
Ｂライン新ビン
対応工事 

66,000 － 自己資金 平成17年９月 平成17年11月 
275mlビン
500本/分 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 
提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,100,000 5,100,000
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 5,100,000 5,100,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月 1日～ 
平成17年9月30日 

－ 5,100,000 － 628,800 － 272,400 



(4）【大株主の状況】 

（注）上記銀行の所有株式数には、信託業務に係わる株式を以下のとおり含んでおります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（住友信託銀行株式会社再信託分・伊藤忠商事株式会社退職給付信託口）991千株、（信託口）35千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）301千株 

     資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）99千株 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１ 1,031 20.22 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,026 20.12 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 301 5.91 

ビー エヌ ピー パリバ セ
キュリティーズ サービス ル
クセンブルグ ジャスデック 
セキュリティーズ 
（常任代理人 スタンダードチ
ャータード銀行） 

ルクセンブルグ国ラ・ポルテ・ヌーブ
通２３ 
（東京都千代田区永田町２丁目１１番
１号） 

165 3.24 

博水商事株式会社 東京都目黒区目黒本町６丁目２－２ 115 2.25 

株式会社博水社 東京都目黒区目黒本町６丁目２－２ 100 1.96 

クレディエットバンク エスエ
イ ルクセンブルジョワーズ－
シリウス ファンド－ジャパン 
オパチュニティズ サブ ファ
ンド 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行） 

ルクセンブルグ国ロワイヤル通４３
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

100 1.96 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１丁目８－１２
晴海アイランド トリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

99 1.94 

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１番１号 62 1.23 

田中 智之 
愛知県名古屋市中区丸の内２丁目７－
１９（丸の内タナカビル６０１）  

61 1.20 

計 － 3,061 60.03 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数17個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式
5,099,900 

50,999 － 

単元未満株式    100 － － 

発行済株式総数 5,100,000 － － 

総株主の議決権 － 50,999 － 

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,802 1,714 1,703 1,763 1,661 1,634 

最低（円） 1,550 1,585 1,576 1,614 1,600 1,601 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2)当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月1日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あ

ずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    921,156 1,367,816  1,106,193 

２．受取手形及び売掛金    4,534,519 3,256,962  3,099,765 

３．たな卸資産    248,556 161,878  154,902 

４．繰延税金資産    106,724 42,343  76,113 

５．その他 ※１  165,242 122,108  164,811 

流動資産合計    5,976,198 41.2 4,951,109 36.0  4,601,784 35.6

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1）建物及び構築物   7,279,470  7,707,695 7,387,158  

減価償却累計額   3,773,336 3,506,133 4,048,328 3,659,366 3,896,059 3,491,099 

(2）機械装置及び運搬具   14,911,797  15,088,476 14,882,888  

減価償却累計額   10,992,053 3,919,743 11,251,649 3,836,827 11,231,136 3,651,752 

(3）土地    513,089 452,279  513,089 

(4）建設仮勘定    69,841 37,905  100,864 

(5）工具・器具及び備品   336,623  482,413 390,162  

減価償却累計額   246,924 89,699 276,457 205,956 249,781 140,380 

有形固定資産合計    8,098,508 55.8 8,192,335 59.6  7,897,186 61.1

２．無形固定資産       

(1）ソフトウェア    46,997 252,646  40,700 

(2）その他    4,655 4,466  4,463 

無形固定資産合計    51,653 0.4 257,112 1.9  45,163 0.4

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券    36,720 84,330  44,300 

(2）繰延税金資産    196,841 88,342  190,903 

(3）その他    151,694 164,043  137,721 

貸倒引当金    △7,200 －  － 

投資その他の資産合計    378,056 2.6 336,715 2.5  372,924 2.9

固定資産合計    8,528,217 58.8 8,786,162 64.0  8,315,275 64.4

資産合計    14,504,416 100.0 13,737,272 100.0  12,917,060 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛金    3,024,364 2,127,716  2,361,817 

２．短期借入金    1,125,770 464,200  325,300 

３．未払法人税等    647,576 144,760  309,570 

４．賞与引当金    161,627 71,442  134,441 

５．未払金    1,048,210 1,318,005  1,219,083 

６．未払消費税等 ※１  113,936 －  139,368 

７．その他    75,834 59,831  73,346 

流動負債合計    6,197,319 42.7 4,185,955 30.4  4,562,927 35.3

        

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金    3,229,500 4,404,600  3,518,750 

２．退職給付引当金    104,485 88,013  98,291 

３．役員退職慰労引当金    47,609 －  56,044 

４．その他    － 64,503  － 

固定負債合計    3,381,595 23.3 4,557,116 33.2  3,673,086 28.5

負債合計    9,578,914 66.0 8,743,071 63.6  8,236,013 63.8

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    628,800 4.4 628,800 4.6  628,800 4.9

Ⅱ 資本剰余金    272,400 1.9 272,400 2.0  272,400 2.1

Ⅲ 利益剰余金    4,019,141 27.7 4,078,712 29.7  3,770,121 29.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   5,159 0.0 14,287 0.1  9,725 0.0

資本合計    4,925,501 34.0 4,994,200 36.4  4,681,046 36.2

負債、資本合計    14,504,416 100.0 13,737,272 100.0  12,917,060 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※４  18,970,500 100.0 15,010,971 100.0  31,616,584 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４  16,563,941 87.3 13,280,162 88.5  28,715,332 90.8

売上総利益    2,406,558 12.7 1,730,808 11.5  2,901,252 9.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１，
４ 

 943,647 5.0 936,135 6.2  1,692,295 5.4

営業利益    1,462,910 7.7 794,673 5.3  1,208,957 3.8

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   1  0 6  

２．受取配当金   223  384 347  

３．賃貸料収入   1,472  1,818 2,886  

４．受取補償金   4,910  57 11,077  

５．受取保険金   29,375  15,029 36,232  

６．収入手数料   1,629  1,070 2,532  

７．雑収入   8,889 46,501 0.2 815 19,174 0.1 14,543 67,625 0.2

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   23,166  21,367 45,494  

２．支払補償金   12,276  14,144 23,401  

３．雑支出   8,093 43,536 0.2 2,361 37,873 0.2 22,184 91,080 0.3

経常利益    1,465,876 7.7 775,975 5.2  1,185,501 3.7

Ⅵ 特別利益       

１．貸倒引当金戻入益   － － － － － － 7,200 7,200 0.0

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損 ※２ －  32,497 28,612  

２．固定資産売却損 ※３ －  38,719 －  

３．退職給付会計基準変
更時差異償却 

  2,196  － 4,393  

４．ゴルフ会員権評価損   220  60 220  

５．損害賠償和解金   － 2,416 0.0 － 71,276 0.5 26,000 59,226 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,463,459 7.7 704,698 4.7  1,133,475 3.6

法人税、住民税及び
事業税 

  633,000  132,090 467,500  

法人税等調整額   △39,210 593,789 3.1 133,317 265,407 1.8 △5,674 461,825 1.5

中間（当期）純利益    869,669 4.6 439,291 2.9  671,649 2.1

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間

  
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   272,400 272,400  272,400

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   272,400 272,400  272,400

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,241,661 3,770,121  3,241,661

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．中間（当期）純利益   869,669 869,669 439,291 439,291 671,649 671,649

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金   76,500 102,000 127,500 

２．役員賞与金   15,690 92,190 28,700 130,700 15,690 143,190

(うち監査役賞与金)   （－) （－) （－)

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   4,019,141 4,078,712  3,770,121

     



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   1,463,459 704,698 1,133,475

減価償却費   606,809 592,308 1,241,923

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △5,879 △10,277 △12,074

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）   △26,539 8,458 △18,104

賞与引当金の増減額（減少：△）   44,866 △62,999 17,681

貸倒引当金の増減額（減少：△）   － － △7,200

受取利息及び受取配当金   △225 △384 △353

支払利息   23,166 21,367 45,494

有形固定資産売却損   － 38,719 －

有形固定資産除却損   － 32,497 28,612

ゴルフ会員権評価損   220 60 220

売上債権の増減額（増加：△）   △1,575,569 △157,197 △140,815

たな卸資産の増減額（増加：△）   △59,811 △6,976 33,842

未収消費税の増減額（増加：△）   104,576 △10,798 105,134

その他流動資産の増減額（増加：△）   △9,616 37,544 △9,646

仕入債務の増減額（減少：△）   946,749 △234,101 298,903

未払金の増減額（減少：△）   1,828 △93,508 62,817

未払消費税等の増減額（減少：△）   113,936 △139,368 139,368

その他流動負債の増減額（減少：△）   39,683 △6,002 42,297

役員賞与の支払額   △15,690 △28,700 △15,690

小計   1,651,965 685,340 2,945,887

利息及び配当金の受取額   224 384 353

利息の支払額   △21,038 △23,213 △45,566

法人税等の支払額   △86,434 △303,899 △261,941

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,544,716 358,612 2,638,732



  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間

  
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

  
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
  
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △1,204,161 △778,908 △1,564,572 

有形固定資産の売却による収入   343 25,910 3,006 

無形固定資産の取得による支出   － △200 － 

投資有価証券の取得による支出   － △32,454 － 

ソフトウェアの取得による支出   △11,120 △224,785 △13,894 

ゴルフ会員権預託金返還による収入   － － 15,000 

その他投資の増減額（増加：△）   △8,222 △9,301 △9,458 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,223,160 △1,019,739 △1,569,919 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金純増減額（減少：△）   △160,000 － △160,000 

長期借入れによる収入   900,000 1,200,000 1,350,000 

長期借入金の返済による支出   △253,680 △175,250 △1,214,900 

配当金の支払額   △76,500 △102,000 △127,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー   409,820 922,750 △152,400 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△）   731,376 261,622 916,413 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   189,779 1,106,193 189,779 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高 

※ 921,156 1,367,816 1,106,193 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社は、ジャパンジュ

ースプロセッシング㈱１社のみ

であります。 

(1）     同左 (1）     同左 

  (2）非連結子会社はありません。 (2）     同左 (2）     同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

・その他有価証券 ・その他有価証券 ・その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却

原価は移動平均法により算

定し、評価差額は全部資本

直入法により処理） 

同左  連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価

は移動平均法により算定し

評価差額は全部資本直入法

により処理） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  ・製品・商品・貯蔵品 

（製造消耗品等） 

・製品・商品・貯蔵品 

（製造消耗品等） 

・製品・商品・貯蔵品 

（製造消耗品等） 

   先入先出法による原価法  先入先出法による原価法  先入先出法による原価法 

  ・原材料・貯蔵品 

（重油、炭酸ガス、窒素、糊等）

・原材料・貯蔵品 

（重油、炭酸ガス、窒素、糊等）

・原材料・貯蔵品 

（重油、炭酸ガス、窒素、糊等）

    月別移動平均法による原価法   月別移動平均法による原価法   月別移動平均法による原価法

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法）を採

用しております。 

 耐用年数については、主とし

て法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

同左 同左 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

その他については、定額法に

よっております。なお、耐用年

数については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。 

同左 同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間に

おいては、一般債権に係る繰入

額はありません。 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間に

おいては、過去の貸倒実績及び

回収不能と見込まれる債権残高

がないため、計上しておりませ

ん。 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、当連結会計年度におい

ては、過去の貸倒実績及び回収

不能と見込まれる債権残高がな

いため、計上しておりません。 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

に充てるため、支払予定額のう

ち当中間連結会計期間に属する

支給対象期間に見合う金額を計

上しております。 

同左  従業員に対して支給する賞与

に充てるため、翌連結会計年度

支払予定額のうち当連結会計年

度に属する支給対象期間に見合

う金額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

（21,968千円）については、５

年による均等額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時

に費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、主としてその発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法

により発生年度の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り発生年度の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

（21,968千円）については、５

年による均等額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時

に費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、主としてその発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法

により発生年度の翌連結会計年

度から費用処理しております。 



  

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に充

てるため役員退職慰労金規程に

基づく中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。 

役員の退職慰労引当金に備え

るため、役員退職慰労金規程に

基づく所要額を計上しておりま

したが、平成17年６月25日の定

時株主総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止いたしまし

た。 

なお、当該総会までの期間に

対応する役員退職慰労金相当額

は、固定負債の「その他」に計

上しております。 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため役員退職慰労金規程に

基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処 

  理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係わる方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

(5)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

  当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

なお、当中間連結会計期間につきまし

てはこれによる損益への影響はありませ

ん。 

  



（追加情報） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） ────── （外形標準課税） 

 当中間連結会計期間から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱」（企業会計

基準委員会 平成16年２月13日公表）を適

用しております。この結果、法人事業税の

付加価値割及び資本割12,000千円を販売費

及び一般管理費として処理しております。 

   当連結会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年２月13日公表）を適用

しております。この結果、法人事業税の付

加価値割及び資本割15,000千円を販売費及

び一般管理費として処理しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．消費税等の取扱い ※１．消費税等の取扱い ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、未払消費税等として表示

しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

  



（中間連結損益計算書関係） 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次の通りであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次の通りであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次の通りであります。 

(1）販売費 (1）販売費 (1）販売費 
  

運送保管料 516,299千円

支払手数料 29,408千円

  
運送保管料 509,613千円

支払手数料 25,309千円

運送保管料 848,643千円

支払手数料 69,847千円

(2)一般管理費 (2)一般管理費 (2）一般管理費 
  

給料手当 87,873千円

役員報酬 41,700千円

賞与引当金繰入

額 
42,447千円

退職給付引当金

繰入額 
6,694千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
9,228千円

減価償却費 35,411千円

  
給料手当 87,759千円

役員報酬 63,300千円

賞与引当金繰入

額 
18,357千円

退職給付引当金

繰入額 
6,205千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
8,549千円

減価償却費 37,022千円

給料手当 176,203千円

役員報酬 86,340千円

賞与引当金繰入

額 
33,646千円

退職給付引当金

繰入額 
13,286千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
17,845千円

減価償却費 72,090千円

※２．    ────── 

  

※２．固定資産除却損の内訳は次の通りで

あります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次の通りで

あります。 
    

建物及び構築物 1,340千円

機械装置及び運搬具 19,775千円

工具・器具及び備品 224千円

建設仮勘定 11,157千円

計 32,497千円
  

建物及び構築物 9,704千円

機械装置及び運搬具 16,878千円

工具・器具及び備品 2,028千円

計 28,612千円

※３．    ────── 

  

※３．固定資産売却損の内訳は次の通りで

あります。 

※３．    ────── 

  
    

機械装置及び運搬具 1,560千円

土地 37,158千円

計 38,719千円

  
   

※４．売上高の季節的変動 ※４．売上高の季節的変動 ※４．    ────── 

 当社グループの売上高は、事業の性

質上、上半期の受注数が下半期に比べ

割合が大きいため、連結会計年度の上

半期の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動があります。 

同左   



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 921,156千円

預金期間が３ヶ月超の定

期預金 
－千円

現金及び現金同等物 921,156千円

  
現金及び預金勘定 1,367,816千円

預金期間が３ヶ月超の

定期預金 
－千円

現金及び現金同等物 1,367,816千円

現金及び預金勘定 1,106,193千円

預金期間が３ヶ月超の定

期預金 
－千円

現金及び現金同等物 1,106,193千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

機械装置及び

運搬具 
2,486,443 375,339 2,111,104 

工具・器具及

び備品 
17,177 12,508 4,669 

合計 2,503,621 387,847 2,115,773 

  

  

取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

機械装置及び

運搬具 
3,320,443 819,541 2,500,901 

工具・器具及

び備品 
9,687 4,873 4,813 

合計 3,330,131 824,415 2,505,715 

  

取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

期末残高

相当額 

（千円） 

機械装置及び

運搬具 
2,486,443 609,185 1,877,258 

工具・器具及

び備品 
17,177 14,079 3,097 

合計 2,503,621 623,265 1,880,355 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 415,465千円 

１年超 1,567,008千円 

合計 1,982,474千円

  
１年内 1,004,784千円 

１年超 891,473千円 

合計 1,896,258千円

１年内 419,273千円

１年超 1,349,641千円

合計 1,768,915千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
  

支払リース料 248,792千円

減価償却費相当額 240,896千円

支払利息相当額 28,308千円

  
支払リース料 293,849千円

減価償却費相当額 267,640千円

支払利息相当額 27,221千円

支払リース料 479,296千円

減価償却費相当額 476,314千円

支払利息相当額 51,948千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 26,753 35,320 8,566 

合計 26,753 35,320 8,566 

  前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

  中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を
除く） 

1,400 

合 計 1,400 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 59,208 82,930 23,721 

合計 59,208 82,930 23,721 

  当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

  中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券 

  非上場株式 1,400 

合 計 1,400 



（前連結会計年度） 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  

前連結会計年度（平成17年３月31日）

取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 26,753 42,900 16,146 

合計 26,753 42,900 16,146 

  前連結会計年度（平成17年３月31日）

  連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券 

  非上場株式 1,400 

合 計 1,400 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、飲料事業の売上高、営業利益及び資産の金額

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社

及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 前中間連結会計期間 （自 平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間 （自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度   （自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 965.78円 

１株当たり中間純利益 170.52円 

  
１株当たり純資産額 979.26円 

１株当たり中間純利益 86.14円 

１株当たり純資産額 912.22円 

１株当たり当期純利益 126.07円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権付社債等潜

在株式がないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 869,669 439,291 671,649 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 28,700 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (28,700) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 869,669 439,291 642,949 

期中平均株式数（千株） 5,100 5,100 5,100 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   853,347  1,328,742 1,049,767  

２．売掛金   4,515,935  3,256,305 3,098,779  

３．たな卸資産   247,848  161,878 154,902  

４．繰延税金資産   105,213  41,209 74,433  

５．その他 ※２ 170,657  124,131 172,582  

流動資産合計    5,893,002 40.9 4,912,268 35.8  4,550,465 35.4

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   2,899,155  2,936,603 2,868,374  

(2）構築物   577,741  696,515 594,508  

(3）機械及び装置   3,884,018  3,821,871 3,618,051  

(4）土地   513,089  452,279 513,089  

(5）その他   172,926  248,925 249,186  

有形固定資産合計   8,046,930  55.8 8,156,196 59.5 7,843,209  61.0

２．無形固定資産       

(1）ソフトウェア   46,984  252,646 40,700  

(2）その他   4,437  4,247 4,245  

無形固定資産合計   51,422  0.4 256,894 1.9 44,945  0.3

３．投資その他の資産       

(1）繰延税金資産   194,794  88,342 188,715  

(2）その他   238,414  298,373 232,021  

貸倒引当金   △7,200  － －  

投資その他の資産合計   426,008  2.9 386,715 2.8 420,737  3.3

固定資産合計    8,524,360 59.1 8,799,805 64.2  8,308,892 64.6

資産合計    14,417,363 100.0 13,712,074 100.0  12,859,358 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   98,988  － 93,707  

２．買掛金   2,924,303  2,152,394 2,273,061  

３．１年内返済予定長期
借入金 

  1,125,770  464,200 325,300  

４．未払金   1,041,147  1,313,471 1,208,319  

５．未払法人税等   636,577  144,378 297,119  

６．未払消費税等 ※２ 111,895  － 138,472  

７．賞与引当金   160,000  70,000 133,000  

８．その他   135,799  147,168 163,366  

流動負債合計    6,234,480 43.2 4,291,613 31.3  4,632,346 36.0

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   3,229,500  4,404,600 3,518,750  

２．退職給付引当金   104,485  88,013 98,291  

３．役員退職慰労引当金   47,609  － 56,044  

４．その他   －  64,503 －  

固定負債合計    3,381,595 23.5 4,557,116 33.2  3,673,086 28.6

負債合計    9,616,075 66.7 8,848,730 64.5  8,305,432 64.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    628,800 4.4 628,800 4.6  628,800 4.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   272,400  272,400 272,400  

資本剰余金合計    272,400 1.9 272,400 2.0  272,400 2.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   103,400  103,400 103,400  

２．任意積立金   2,700,000  3,200,000 2,700,000  

３．中間（当期）未処分
利益 

  1,091,528  644,456 839,600  

利益剰余金合計    3,894,928 27.0 3,947,856 28.8  3,643,000 28.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   5,159 0.0 14,287 0.1  9,725 0.1

資本合計    4,801,287 33.3 4,863,344 35.5  4,553,925 35.4

負債、資本合計    14,417,363 100.0 13,712,074 100.0  12,859,358 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    

前中間会計期間 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※６  18,877,392 100.0 15,009,720 100.0  31,478,900 100.0

Ⅱ 売上原価 ※６  16,505,641 87.4 13,304,957 88.6  28,626,380 90.9

売上総利益    2,371,750 12.6 1,704,762 11.4  2,852,520 9.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※６  938,542 5.0 932,552 6.3  1,683,500 5.4

営業利益    1,433,207 7.6 772,210 5.1  1,169,020 3.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  51,173 0.2 24,837 0.2  78,883 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  43,960 0.2 42,733 0.3  92,987 0.3

経常利益    1,440,420 7.6 754,314 5.0  1,154,916 3.7

 Ⅵ 特別利益 ※４  － － － －  7,200 0.0

 Ⅶ 特別損失 ※５  2,416 0.0 56,173 0.4  59,197 0.2

税引前中間(当期)純
利益 

   1,438,003 7.6 698,140 4.6  1,102,919 3.5

法人税、住民税及び
事業税 

  622,000  132,000 454,000  

法人税等調整額   △38,470 583,529 3.1 130,584 262,584 1.7 △4,626 449,373 1.4

中間(当期)純利益    854,473 4.5 435,555 2.9  653,546 2.1

前期繰越利益    237,054 208,900  237,054 

中間配当金    － －  51,000 

中間(当期)未処分利
益 

   1,091,528 644,456  839,600 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

①子会社株式 ①子会社株式 ①子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

  時価あるもの 時価あるもの 時価あるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は、移動

平均法により算定し、評価差額

は全部資本直入法により処理） 

同左  決算日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価は移動平均法

により算定し評価差額は全部資

本直入法により処理） 

  時価のないもの 時価のないもの   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  ①製品・商品・貯蔵品 ①製品・商品・貯蔵品 ①製品・商品・貯蔵品 

  （製造消耗品等） （製造消耗品等） （製造消耗品等） 

  先入先出法による原価法 先入先出法による原価法 先入先出法による原価法 

  ②原材料・貯蔵品 ②原材料・貯蔵品 ②原材料・貯蔵品 

   （重油、炭酸ガス、窒素、糊等）  （重油、炭酸ガス、窒素、糊等）  （重油、炭酸ガス、窒素、糊等）

  月別移動平均法による原価法 月別移動平均法による原価法 月別移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く）は定額法）を採

用しております。 

 耐用年数については、主とし

て法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間(５年）に基づく定額

法によっております。 

 その他については、定額法に

よっております。なお、耐用年

数については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、当中間会計期間におい

ては、一般債権に係る繰入額は

ありません。 

  

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

なお、当中間会計期間におい

ては、過去の貸倒実績及び回収

不能と見込まれる債権残高がな

いため、計上しておりません。

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、当期においては、過去

の貸倒実績及び回収不能と見込

まれる債権残高がないため、計

上しておりません。 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

に充てるため、支払予定額のう

ち当中間会計期間に属する支給

対象期間に見合う金額を計上し

ております。 

同左  従業員に対して支給する賞与

に充てるため、翌事業年度支払

予定額のうち当事業年度に属す

る支給対象期間に見合う金額を

計上しております。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（21,968千円）については、５

年による均等額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

に費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、主としてその発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法

により発生年度の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、主としてその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定

額法により発生年度の翌事業年

度から費用処理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（21,968千円）については、５

年による均等額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

に費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、主としてその発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法

により発生年度の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に充

てるため役員退職慰労金規程に

基づく中間会計期間末要支給額

を計上しております。 

役員の退職慰労引当金に備え

るため、役員退職慰労金規程に

基づく所要額を計上しておりま

したが、平成17年６月25日の定

時株主総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止いたしまし

た。 

なお、当該総会までの期間に

対応する役員退職慰労金相当額

は、固定負債の「その他」に計

上しております。 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため、役員退職慰労金規程

に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

（追加情報） 

  

  

  次へ 

前中間連計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

  当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

なお、当中間会計期間につきましては

これによる損益への影響はありません。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） ────── （外形標準課税） 

 当中間会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱」（企業会計基準

委員会 平成16年２月13日公表）を適用し

ております。この結果、法人事業税の付加

価値割及び資本割12,000千円を販売費及び

一般管理費として処理しております。 

   当会計期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成16年２月13日公表）を適用して

おります。この結果、法人事業税の付加価

値割及び資本割15,000千円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

14,676,404千円 15,492,470千円 15,039,418千円 

※２．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、未払消費税等と

して表示しております。 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

────── 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要

なもの 

  
受取利息 1千円

受取配当金 223千円

賃貸料収入 8,075千円

業務受託収入 1,200千円

受取補償金 4,910千円

受取保険金 29,375千円

収入手数料 3,304千円

受取利息 0千円

受取配当金 384千円

賃貸料収入 6,886千円

業務受託収入 600千円

受取補償金 57千円

受取保険金 15,029千円

収入手数料 1,070千円

受取利息 5千円

受取配当金 347千円

賃貸料収入 15,113千円

業務受託収入 2,400千円

受取補償金 11,077千円

受取保険金 35,339千円

収入手数料 5,580千円

※２．営業外費用のうち主要

なもの 

  
支払利息 23,166千円

支払補償金 12,276千円

支払利息 21,367千円

支払補償金 14,144千円

支払利息 45,494千円

支払補償金 23,401千円

３．減価償却実施額 
  
有形固定資産 592,951千円

無形固定資産 9,671千円

有形固定資産 576,915千円

無形固定資産 13,037千円

有形固定資産 1,216,391千円

無形固定資産 18,921千円

※４．特別利益のうち主要な

もの 
────── ────── 

  

貸倒引当金戻入益 7,200千円

※５．特別損失のうち主要な

もの 

  
────── 

    

固定資産除却損 18,955千円

固定資産売却損 37,158千円

固定資産除却損 28,583千円

損害賠償和解金 26,000千円

※６．売上高の季節的変動  当社の売上高は、事業の性質

上、上半期の受注数が下半期に比

べ割合が大きいため、事業年度の

上半期の売上高と下半期の売上高

との間に著しい相違があり、上半

期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

同左 ────── 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械及び 
装置 

2,474,474 371,794 2,102,679 

その他 27,892 15,363 12,528 

合計 2,502,366 387,158 2,115,208 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械及び 
装置 

3,308,474 813,602 2,494,871 

その他 20,402 9,872 10,530 

合計 3,328,876 823,475 2,505,401 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 

2,474,474 604,443 1,870,030 

その他 27,892 18,007 9,885 

合計 2,502,366 622,451 1,879,915 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 415,210千円

１年超 1,566,680千円

合計 1,981,891千円

  
１年内 1,004,608千円

１年超 891,321千円

合計 1,895,930千円

１年内 419,013千円

１年超 1,349,444千円

合計 1,768,458千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
  

支払リース料 248,661千円

減価償却費相当額 240,775千円

支払利息相当額 28,297千円

  
支払リース料 293,713千円

減価償却費相当額 267,515千円

支払利息相当額 27,213千円

支払リース料 479,028千円

減価償却費相当額 476,068千円

支払利息相当額 51,928千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 前中間連結会計期間 （自 平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間 （自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度   （自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 941.43円

１株当たり中間純利益 167.54円

  
１株当たり純資産額 953.60円

１株当たり中間純利益 85.40円

１株当たり純資産額 887.30円

１株当たり当期純利益 122.52円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 854,473 435,555 653,546 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 28,700 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (28,700) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 854,473 435,555 624,846 

期中平均株式数（千株） 5,100 5,100 5,100 



(2）【その他】 

平成17年10月20日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・51,000千円 

(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・ 10円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成17年12月１日 

（注） 平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

(ニ）上記中間配当に伴う利益準備金の積立金はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第29期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月15日 

ジャパンフーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅井 満   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 袖川 兼輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパンフーズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ジャパンフーズ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日 

ジャパンフーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小尾 淳一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 袖川 兼輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパンフーズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ジャパンフーズ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月15日 

ジャパンフーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅井 満   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 袖川 兼輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパンフーズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ジャパンフーズ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日 

ジャパンフーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小尾 淳一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 袖川 兼輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパンフーズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ジャパンフーズ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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